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命 令 書（写） 

 

 

 申  立  人 Ｘ労働組合 

      委員長 Ａ１ 

 

 被申立人 Ｙ株式会社 

代表取締役 Ｂ１  

代表取締役 Ｂ２ 

 

上記当事者間の大分県労委平成２８年（不）第１号Ｙ不当労働行為救済申立事  

件について、当委員会は、平成２９年２月１４日第６７２回、同月２８日第６７  

３回、同年３月１４日第６７４回公益委員会議において、会長公益委員須賀陽二、 

公益委員鈴木芳明、同関惠子、同三浦恭子、同深田茂人が出席し、合議の上、次  

のとおり命令する。 

 

 

主 文 

 

本件申立てを棄却する。 

 

理 由 

 

第１ 事案の概要等 

１ 事案の概要  

被申立人は、申立外Ｃ１株式会社（以下「申立外会社」という。）の 主要 

な荷主である。申立人は、申立外会社に対し未払残業代の支払を求め、平成 

２３年６月６日に申立人の分会を結成し、申立外会社と団体交渉を重ねてき 

た。しかし、協議が進展しないことから、申立人は、未払残業代の支払を求 

め大分地方裁判所（以下「裁判所」という。）に提訴を行うなどした。  

当該裁判の中で申立人は、被申立人と申立外会社との契約内容を明確にす 
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るよう求める調査嘱託を裁判所に申し立てた結果、平成２７年１月９日、申 

立外会社からの回答書が、裁判所から申立人へ送付された。 

翌１０日、被申立人は申立外会社に発注していた配送業務の一部解除を通  

知し、同業務を別の運送会社に発注した。同業務を担当していた非組合員は  

全て、申立外会社を退職し、平成２７年２月２０日に当該発注を受けた運送  

会社に採用されたが、同じく同業務を担当していた申立人組合員３名には転  

職の機会もなく、申立外会社に残った。その結果、同業務から外れた当該組  

合員は待機状態が多くなり、賃金も減額となっている。  

被申立人が申立外会社と通謀し、配送業務の一部を解除し、非組合員のみ  

を新規発注会社に移籍させ、当該組合員の申立外会社での就労を減少させ、  

賃金の減少を容易にしたことは、申立人の分会の弱体化を図った行為であり、 

労働組合法（以下「労組法」という。）第７条第３号に該当する不当労働行

為であるとして、救済を申し立てたものである。  

 

２ 請求する救済内容 

 被申立人は、本命令交付の日から１０日以内に、下記の文書を、Ａ４サイ  

ズの用紙に、１２ポイント以上のフォントで明瞭に楷書で記し、申立人に手  

交しなければならない。 

 「 下記の行為について、大分県労働委員会により、労働組合法７条３号に 

該当する不当労働行為と認定されましたので、その是正措置を講じるとと 

もに、今後このような行為をいたしません。 

記 

被申立人が、平成２７年１月１０日に、申立外Ｃ１株式会社に発注してい  

た寝具部門の配送業務の業務委託契約の解除を通知し、同業務を申立外Ｄ有  

限会社に発注し、その後、申立人のＣ１分会に所属しない従業員５名のみが、 

申立外Ｃ１を退職し、同年２月２０日または２１日に申立外Ｄ有限会社に雇  

用され、同月２１日から同業務を担当したところ、これら一連の行為は、被  

申立人が、申立外Ｃ１株式会社と共謀して、申立人の分会に所属する組合員  

らに対する平成２７年２月就労分（同年３月１０日支給分）以降の賃金減少  

を容易にするもので、申立人の分会に対する弱体化を図った行為であるこ  

と。」  

  

３ 本件の争点  

⑴ 申立人組合員らにとって申立外会社の荷主である被申立人は、労組法第 
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７条の「使用者」に当たるか。 

⑵ 被申立人が労組法第７条の使用者に当たる場合、被申立人が、申立外会 

社との寝具部門の集配業務委託契約を解除し、当該業務を申立外Ｄ有限会 

社（以下「Ｄ」という。）に委託し、非組合員のみ がＤに移籍し引き続き 

当該業務を行っている反面、申立外会社にとどまった申立人組合員に対す 

る配車（とりわけ、チャーター便配送業務の配車）が減少し、これに伴い 

賃金が減少したことは、組合の弱体化を図る目的で、被申立人が申立外会 

社と共謀して行った労組法第７条第３号の不当労働行為（支配介入）に当 

たるか。 

 

第２ 認定した事実（以下において、特に証拠を摘示したもの以外は、当事者間

に争いのない事実又は当委員会に顕著な事実である。） 

１ 当事者等  

⑴ 申立人 

申立人のＸ労働組合（以下「組合」という。）は、 肩書地に組合事務所  

を有し、企業・業種を問わず、大分県内で働く労働者もしくは大分県内に  

居住する労働者等で組織されている個人加盟の合同労働組合であり、組合  

員は約４００名である。また、組合には、下部組織として申立外会社に勤  

務する労働者で組織されたＣ１分会（以下「分会」という。）があり、組  

合員は１１名である。  

⑵ 被申立人  

被申立人Ｙ株式会社（以下「会社」という。）は、肩書地に本社を置き、 

寝具類の製造、販売、賃貸及び洗濯等を営む株式会社であり、全国に９の  

支社・支店及び２９の営業所を有しており、雇用者数は１２，２１７名（平  

成２８年６月現在）である。  

  ⑶ 申立外会社  

    申立外会社は、大分市に本店を置き、貨物自動車運送事業等を営む株式  

会社であり、申立人組合員らと雇用契約関係にある。  

    

 ２ 本件申立てに至る経過  

  ⑴ 会社と申立外会社とは、平成２６年７月１日、会社の取り扱う寝具類の 

集配、運送等の業務について、集配業務委託契約を更新した。 

⑵ 組合及び分会組合員は、申立外会社を相手取り、分会組合員に対する未 

払残業代等を請求する訴訟（以下「関連訴訟」という。）を提起した。 
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⑶ 組合及び分会組合員は、未払残業代等の正確な計算のために必要である 

との考えの下、平成２６年１１月１９日付けで、会社と申立外会社との契 

約内容（運送集配代金の計算方法）を明らかにすることを会社に求める調 

査嘱託を裁判所に申し立てた。 

  この申立ての結果、会社は運送集配代金の計算方法を明らかにする旨の 

回答書を裁判所に送付し、平成２７年１月９日、組合及び分会組合員は、 

その回答書を得た。 

⑷ 平成２７年１月１０日、会社は申立外会社に対し、発注していた寝具部 

門の集配業務委託契約を解除することを通知した。 

⑸ 平成２７年２月２０日、会社は新たにＤとの間で、寝具部門の集配業務 

委託契約を締結した。 

⑹ 会社の寝具部門の集配業務を担当していた非組合員５名は、申立外会社 

を退職し、Ｄに採用され再び同業務を担当することになった。 

  一方、同業務を担当していた分会組合員７名は、申立外会社にとどまっ 

た。 

⑺ 分会組合員７名のうち４名（Ａ２、Ａ３、Ａ４、Ａ５）は、会社の寝具 

部門の集配業務がなくなったとの理由により、申立外会社から業務を与え 

られず、その結果として、残業代が減少したことに伴い、平成２７年３月 

就労分（同年４月１０日支給分）から賃金が減少した。 

  なお、Ａ５はその後、申立外会社を退職した。 

 

 ３ 会社と申立外会社との関係 

  ⑴ 会社と申立外会社は、会社の取り扱うリネン等の物品の集配、運送等に 

係る業務委託契約を締結している。 

  ⑵ 会社は、北海道から九州に至るまで全国各地で事業を展開しており、会 

社が、全国各地において、運送・集配等に関する業務等を委託している「外 

注先企業」は、平成２８年１月末現在で、申立外会社を含めて５６社ある。 

また、大分県下での「外注先企業」は、申立外会社を含めて４社ある。 

  ⑶  会社の成立は昭和３７年７月１７日であり、申立外会社のそれは昭和 

２３年９月２９日であり、申立外会社の方が会社に比べて成立が古い。 

  ⑷ 会社と申立外会社との間には、株式の保有などの資本面における関係は 

なく、役員の派遣などの人事面における関係もない。 

       

 ４ 分会組合員らの就業状況等 
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  ⑴ 雇用契約関係 

    分会組合員らは、申立外会社と雇用契約を締結している。一方、会社は 

申立外会社の取引先のひとつであり、分会組合員らと雇用契約関係にはな 

い。 

  ⑵ 集配業務委託契約の内容 

    平成２６年７月１日に会社と申立外会社とが更新した、会社の取り扱う 

寝具類の集配、運送等の業務についての集配業務委託契約の内容は、次の 

とおりである。 

 会社（以下「甲」という。）と申立外会社（以下「乙」という。）との間にお 

いて、甲の取り扱う寝具類の集配・運送及び取扱い業務に関し、次の各条項に 

より契約を締結する。 

 （前略） 

（法令等の遵守） 

第２条 乙は本契約を遂行するにあたり、法令上要求されている取扱責任者そ 

   の他の必要要員を配置するとともに、本業務を遂行するに当り労働基準 

   法、労働安全衛生法、道路交通法その他の関係諸法令並びに、寝具衛生 

基準、作業指針、通知通達等の行政規則を厳守し、かつ善良な管理者の 

注意をもって本業務を実施するものとする。 

  ２ 甲は乙に対して、前項に定める事項の実施について必要な指導・助言

等を行うことができ、乙は、原則としてこれに従うものとする。 

 （中略） 

（寝具類取扱責任の範囲） 

第４条 乙は、甲が指定した場所において寝具類を積み、甲の委託した取引先

（以下「丙」という。）に引き渡し、丙より寝具類を受け取り、甲の指示

する場所においてその寝具類を引き渡す迄の間の集配・運送業務を行う

ものとし、これをもって乙の責任範囲とする。またこれと逆の場合も同

様とする。 

   ⑴ 乙の取扱う寝具類の種類と数量は、甲、乙協議の上別に決定する。 

   ⑵～⑶ 略 

   ⑷ 甲は、必要に応じてあらかじめ定められた集配送コースを変更する

よう乙に指示することができる。乙は、原則としてその指示に従うも

のとする。 

（配送方法及び業務報告） 

第５条 
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   ⑴～⑵ 略 

   ⑶ 乙が甲の業務に携わる車両は、集配日報（毎日）及び車両消毒実施

表（毎月）を甲に提出し、内容を報告しなければならない。 

（車両） 

第６条 乙が本契約に基づいて使用する車両は、甲が指示し、もしくはその承

認を受けた仕様とし、乙は自己の負担と責任に於いて車両を確保し、使

用するものとする。 

   ⑴ 車両の修理、車検、自動車保険の付保等の車両の維持管理は、全て

乙の責任と費用において行うものとする。 

   ⑵ 略 

 （中略）  

（車両の増車・減車） 

第８条 甲は乙に対し、第５条に定める車両を増車または減車させることがで

きる。増車または減車により乙に損害が生じた場合にも、その損害は原

則として乙の負担とし、乙はその賠償等を甲に請求しないものとする。 

（乙の従事者への周知・徹底） 

第９条 乙は、本業務に従事する運転手・助手その他これに関与する全ての使

用人に対して、甲の品位、信用等に傷をつけないよう努めさせなければ

ならない。 

   ⑴ 乙は甲に対して、本業務に携わる全ての従事者の名簿を提出し、そ

の変更がある場合はすみやかに変更名簿を提出するものとする。 

⑵ 乙の運転手その他の従事者が業務怠慢その他の理由で甲に不利益  

になる行為をした場合、甲はその従事者の変更を乙に求めることがで

きる。その場合、乙は甲の意見を尊重し、その意に沿うよう努めるも

のとする。 

   ⑶ 略 

   ⑷ 乙の運転従事者は、甲の業務につく場合には、必ず甲の指定するユ

ニフォームを着用する。また甲の業務以外の業務に従事する場合には

これを着用してはならない。 

    (ｲ)  ユニフォーム代及びその洗濯代は乙の負担とする。 

    (ﾛ)  この契約が終了した場合には、その時点で乙が所有している甲

指定のユニフォームの全てを前(ｲ)の代金の１０％の価格で甲が

買い取るものとする。 

   ⑸ 乙は、この契約に基づく業務上必要な従事者の研修・教育を、甲の
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指導と協力に基づいて、乙の責任と費用において行うものとする。 

 （中略） 

（契約の無催告解除） 

第１３条 乙が次の各号の一にでも該当する場合は、甲は何ら催告通知を要せ

ず本契約を解除することができる。この場合、乙は甲に対し、第６条

に定める以外には何らの請求もしないものとする。 

    ⑴ 本契約条項の一つにでも違反したとき。 

    ⑵ 破産、民事再生等の申立て、強制執行、不渡手形の発生その他経

営上、信用上の重大な事態が発生したとき。 

    ⑶ 乙が甲に対して重大な不利益もしくは損害を与え、またはそのお

それを生じさせたとき。 

    ⑷ その他乙において、前３項に準ずる事態が発生したとき。 

 （後略） 

 

  ⑶ Ａ３副分会長の業務内容 

    Ａ３副分会長は、平成２４年１１月１３日から平成２６年３月２１日の 

間、自らが「サービス」とタイトルを付したノート（以下「サービスノー 

ト」という。）を持って、会社の同業他社が受注活動をしていた取引先を  

回り、当該同業他社の納品状況等を調査・記録し、会社に報告していた。 

当該活動の対象は、全て集配業務委託契約の対象ではない取引先であった。 

サービスノートは、会社の事務所の中に保管され、当該活動を行う際に、 

Ａ３副分会長が持ち出して使用していた。なお、集配業務委託契約を円滑 

に遂行するため、会社が、希望するチャーター便運転手のみに配布してい 

た「連絡ノート」と称するものが存在するが、これは、サービスノートと 

はその内容・性質を異にしていた。 

    被申立人からの当該活動の打診は、申立外会社、Ｅ及びＦの３社の配送  

主任が参加した会議で、当該３社全てに対してあり、申立外会社以外の２  

社は、当該打診を断った。  

    Ａ３副分会長は、申立外会社のＣ２配送主任と一緒にいる時に、会社の 

工場の現場主任から当該活動を行うよう指示された。その際、自身が当該 

活動を行うことを申立外会社の社長に伝えてもらいたい旨、同配送主任に 

依頼した。そして、自身が当該活動を行うことが申立外会社の社長に伝わ 

ったと思い、当該活動を始めた。なお、申立外会社の従業員で当該活動を 

行っていたのは、Ａ３副分会長のみであった。 
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    申立外会社の社長は、その従業員に対し常日頃から、「会社の言うこと 

は絶対なので、守るように。」と伝えていた。そのことにより、申立外会  

社従業員の間では、「会社の言うことは聞かなければならない。」との雰  

囲気が常にある。 

  ⑷ 分会組合員らの雇用状況 

   ア 募集及び採用時 

     会社の集配業務に携わる申立外会社の運転手（以下「チャーター便運 

転手」という。）の募集及び採用の時期・人数等は、申立外会社が決め  

ており、会社が関与することはなかった。 

   イ 配属時等 

     会社は、申立外会社を含む各外注先企業から、チャーター便運転手の 

氏名、住所、勤務先、業務内容等の情報を記載した名簿（以下「名簿」 

という。）を 提出してもらっている。名簿の様式は、会社が作成し、各 

外注先企業に記入・提出を依頼している。 

     会社が、申立外会社を含む各外注先企業から名簿を提出してもらって 

いる理由は、顧客からのクレーム対応に必要なためである。 

     申立外会社の従業員をチャーター便運転手へ配置するに当たっては、 

申立外会社が、従事する部門や配送ルートを決定しており、会社の希望 

は特段影響しない。 

     チャーター便運転手で集配業務未経験者の育成は、申立外会社が行っ 

ており、会社が自ら業務の内容を教えることはない。 

  ⑸ 分会組合員らの業務遂行状況 

   ア 勤務状況 

     会社の工場には、申立外会社の従業員である部門主任及び主任補佐が 

常駐しており、申立外会社と会社との連絡調整役を務めている。同工場 

内には、彼らが待機・打合せ等を行う部屋等は用意されていない。 

集配ルートに欠員が生じた場合は、彼らが代わりに集配業務に従事す 

る。配置している部門主任及び主任補佐の人数は、申立外会社が決めて 

いる。 

   イ 集配車両及び制服 

     会社の集配業務で申立外会社が使用する車両（以下「車両」という。） 

には、会社の名称（Ｙ）が記載され、会社を表すデザインのステッカー 

が貼られている。他の外注先企業も同様の仕様になっている。 

     会社が、車両を当該仕様にさせているのは、会社の顧客（リネン等の 
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集配先である病院や福祉施設等）に対し、車両が会社から手配されたも 

のであることが容易に判別できるようにするためである。 

車両の仕様は会社が指示するか会社の承認を受けたものとし、費用は 

申立外会社が負担することは、集配業務委託契約書に明記している。こ 

れは、他の外注先企業との契約でも同じである。 

     車両の全てを所有・提供しているのは、申立外会社であり、会社が、 

自社の車両を使用して、これに申立外会社の従業員を乗車させることは 

ない。 

        車両の維持管理（燃料代、車検、納税、修理その他）も、全て所有者 

である申立外会社が行っている。 

     集配業務に従事する際には、申立外会社の従業員は会社の名称が入っ 

た作業服及び名札を着用する。これは、顧客が集配作業で出入りする運 

転手を不審者等と識別しやすくするためであり、他の外注先企業との契 

約でも同じである。 

     申立外会社を含む各外注先企業は、集配業務委託契約第９条により、 

必要な枚数の制服を会社から購入する。 

  ⑹ 分会組合員らの労働条件の決定 

   ア 賃金について 

     関連訴訟を提起する前に、申立外会社は新賃金体系を導入しており、 

       新賃金体系への変更について会社の関与はなかった。 

     会社は、集配業務委託料に関し、外注先企業との関係で、「集配業務 

に使用される車両の大きさ（トン数）や台数」に応じて月次の具体的な 

運送集配代金（集配業務委託料）を決定し、各社から送付される請求書 

にしたがって代金の支払を行っている。 

     この運送集配代金（集配業務委託料）は、当該委託業務に従事した労 

働者の人数に労働時間を掛けることにより算出するといったような従業

員の受ける賃金の総額と直接関連していない。 

   イ 休暇について 

     休暇の申出は基本的に申立外会社に対して行っている。 

  ⑺ 集配業務の状況 

    集配業務のルートは会社が決定し、当該決定には申立外会社は関与しな 

い。集配業務のルートは一週間単位で決められ、その決定を受けて申立外 

会社の部門主任が各集配先の配送時間や物量等を調整する。 

  ⑻ 分会組合員らの労働時間等の管理 



- 10 -

    会社の集配業務に従事する申立外会社の従業員は、業務開始及び終了時 

刻、走行ルート、走行距離等を記載した集配日報を会社及び申立外会社に 

提出する。  

    集配日報は、顧客からの要望・苦情等を把握するために必要なものであ 

る。 

  ⑼ 代替要員の確保 

    申立外会社の従業員が、急にその担当する集配業務に従事できなくなっ 

た場合、申立外会社は、自社の従業員の中から代替要員を確保するように 

なっている。 

    

 ５ 申立外会社における取引先の状況 

   申立外会社は、平成２８年４月１３日現在で会社も含めて１２社以上の企 

業と運送取引を行っている。 

   

第３ 判断及び法律上の根拠 

１ 会社の使用者性に係る当事者の主張  

 ⑴ 申立人の主張 

   ア 申立外会社の従業員は、会社とＧ株式会社から直接指示されることが 

ほとんどであり、これはいわゆる「偽装請負」である。 

         このため、申立外会社は、実質的にＧ株式会社と会社の「一部門」に 

なっている。 

     のみならず、会社は、申立外会社の主要な荷主であることから、申立 

外会社への発注業務の一部を解除し、さらに、申立外会社と共謀して、 

分会の特定の組合員のみを対象に仕事量を減少させ、ひいては賃金を減 

少させることが容易である。 

     このように、会社は、分会に対する具体的かつ直接的な影響力ないし 

支配力を及ぼして、組合の団結権、団体行動権の行使を侵害することが 

容易な地位にあり、労組法第７条にいう「使用者」に当たる。 

イ また、Ａ３副分会長の陳述書によれば、次の事実が認められる。 

  ① 会社の配送主任が、直接私や他の社員に業務の指示をするし、そ 

の指示内容が会社と申立外会社との契約内容に含まれないものに及 

ぶことが多々あった。 

  ② サービスノートを携えて、会社の取引先である各病院等の施設を 

回って、その施設のリネン担当者に、会社に対する要望、意見等を 
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伺い、その内容を記載し、会社に提出するという仕事は、まさに会 

社の社員としての営業活動に等しく、こうした仕事は、会社が提出 

した集配業務委託契約書の第４条をみても、申立外会社の業務には 

入っていない。 

  ③ 申立外会社が週１日行くところ、会社の同業他社は週３回行くと 

して会社のお客さんを同業他社に乗り換えさせたことから、会社の 

同業他社から会社へ再び契約した取引先のところへは週３回行くよ 

うにといった具体的指示があった。 

さらに、会社の配送主任が招集した主任会議の中で当該配送主任 

は、「会社の業務に従事している申立外会社のドライバーは、一切 

他の荷主の仕事はするな。」と言った。 

  ④ 会社は、寝具部門の業務をＤと契約し、さらに申立外会社の非組 

合員だけ就職のあっせんを行ってＤに移籍させ、平成２７年２月２ 

１日以降、これまでと全く同一の業務をさせている。Ｄに移籍した 

Ｈさんに対し、「移籍は、会社と申立外会社のどちらの指示なのか。」 

と単刀直入に聞いた。すると、Ｈさんは即座に、「いや会社」とは 

っきり言った。 

  また、Ａ６分会書記長の陳述書によれば、次の事実が認められる。 

  ⑤ 私が実際に配置転換させられたように、会社が申立外会社の従業 

員の配置転換を求めると、申立外会社の社長は、それをそのまま実 

行に移すのである。つまり、会社は、私たちの労働条件さえ左右で 

きるのである。 

  以上のとおり、会社は、申立外会社の従業員に対し、会社の委託業務 

以外の業務を実行するように直接指揮命令し（①、②）、申立外会社の営 

業にかかる従業員の活動を具体的に支配し（③）、従業員の配置転換もで 

きる（⑤）のみならず、従業員の雇用主をも左右できる（④）。 

  よって、会社は、雇用主である申立外会社から労働者の派遣を受けて 

自己の業務に従事させ（①、②）、その労働者の基本的な労働条件等につ 

いて、雇用主と部分的とはいえ同視できる程度に現実的かつ具体的に支 

配、決定することができる地位にある（③～⑤）ので、その限りにおいて 

労組法上の「使用者」に当たる。 

  ⑵ 被申立人の主張 

      ア 会社と申立外会社は、会社の物品（リネン製品等）の運送・集配等に 

        関する業務委託契約を締結しているに過ぎず、両社は、全く別個独立し 
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た会社なのであって、相互に資本関係もなければ、役員兼務もなく、設 

立時期すら全く異なる企業である。申立外会社は昭和２３年創業であり、 

昭和３７年設立の会社よりも１４年も前に設立されており、組合が主張 

するような「偽装請負」という事実関係は全く存在しない。 

     したがって、申立外会社が、実質的に会社及びＧ株式会社の「一部門」 

になっているという事実もない。 

     申立外会社は、会社がその業務に関して全国各地で取引をしている数 

多くの外注先企業のうちの一社に過ぎない。 

   イ 分会組合員らは、会社とは全く別個独立した申立外会社との間で労働 

契約を結んだ従業員なのであって、このような分会組合員らとの関係に 

おいて、会社が、労組法第７条の「使用者」に該当することは、あり得 

ない。 

   ウ 偽装請負とは、外形上、業務処理請負ないし業務委託の契約形式をと 

っているが、その実態が労働者供給または労働者派遣に該当する等の場 

合をいう。 

          この点、適法な業務委託においては、注文者（委託業者）と受託業者 

との間には業務委託関係があるだけで、労働者との間で雇用関係及び指 

揮命令関係を形成してその労務提供を受けるのは「受託業者」となる。 

          ところが、いわゆる偽装請負においては、労働者と受託業者の間には 

形式的な雇用関係や指揮命令関係しかなく、労働者を実質的に支配して 

その労務提供を受けるのは注文者（委託業者）となる。 

  労働関連の裁判例等によると、受託業者と委託業者（注文者）間の業 

務委託契約等がいわゆる「偽装請負」とされるのは（つまり、注文者と 

労働者間に直接の労働契約関係が認められる場合は）、「①労働者と派  

遣先企業（委託業者側）との間の事実上の使用従属関係が存在し、しか 

も、②派遣元企業（受託業者側）がそもそも企業としての独自性を有し 

ないとか、企業としての独立性を欠いていて派遣先企業（委託業者側） 

の労務担当の代行機関と同一視しうるものである等その存在（受託業者 

側の存在）が形式的名目的なものに過ぎず、かつ、③派遣先企業（委託 

業者側）が労働者の賃金額その他の労働条件を決定していると認めるべ 

き事情のある場合」（サガテレビ事件・福岡高裁昭和５５年（ネ）第５９ 

２号同５８年６月７日判決参照）であるとか、「①社外労働者が委託業者 

側の事業場において同企業から作業上の指揮命令を受けて労務に従事す 

るという使用従属関係を前提にして、②実質的にみて、当該労働者に賃 
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金を支払う者が委託業者側であり、かつ、③当該労働者の労務提供の相 

手方が委託業者側であると評価できる場合」（センエイ事件・佐賀地裁 

武雄支部平成８年（ヨ）第１８号同９年３月２８日決定参照）等に限定さ 

れている。 

          また、最高裁も、偽装請負の成否、すなわち、社外労働者と業務委託 

者との間の黙示の労働契約の成否を、「①社外労働者の採用、②賃金額 

の決定、③配置等の就業条件の決定を受託業者と委託業者のいずれの企 

業が行っていたか」という諸要素を中心に判断しており、松下プラズマ 

ディスプレイ（パスコ）事件（最高裁平成２０年（受）第１２４０号同 

２１年１２月１８日第二小法廷判決）においても、「当該委託業者が受 

託業者における労働者の採用に関与していなかったこと」や、「労働者 

が受託業者から支給を受けていた給与等の額を委託業者が決定していた 

事情がうかがわれないこと」、「受託業者 が労働者に対して委託業者工場 

の他の部門に移るように打診するなど、配置を含む労働者の具体的な就 

業態様を一定の限度で決定し得る地位にあった。」ことを摘示して、偽 

装請負の存在を明確に否定している。 

          このような判断基準を基に本件における具体的な事実関係等（間接事 

実や証拠関係等）を検討すれば、申立外会社（受託業者）の従業員であ 

る分会組合員らと会社（委託業者）との間に何ら労働契約が発生してお 

らず、「偽装請負」などという事実関係が存在しないことは、明らかであ 

る。 

    エ 以下、これら具体的な事実関係（判断要素）について、詳述する。 

       (ｱ) 申立外会社の独自性、独立性 

     ａ 設立の経緯の独自性や資本・提携関係の不存在 

       本件受託業者である申立外会社は、会社の設立よりも１０年以上 

も前の昭和２３年創業の運送業者であり、また、両企業間には、何 

らの資本関係や役員兼務等の関係は存在しない。 

              また、両企業間において、相互の派遣や出向等の人事交流もなく、 

会社の社屋や工場内等に、申立外会社の部門主任等が待機したり、 

打合せしたりする部屋等が設置されていた事実もない。 

  したがって、両企業間の関係において、申立外会社が会社の業務 

の受託を目的として設立されたとか、申立外会社が会社の完全子会 

社であるなどという特別な事情は何ら存在せず、受託業者側がそも 

そも企業としての独自性を有しないとか、企業としての独立性を欠 
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いていて委託業者側の労務担当の代行機関と同一視しうるものであ 

る等その存在が形式的名目的なものに過ぎないというような事情は 

何ら認められない。 

          ｂ 本件委託業務に使用する機材（車両・トラック）の帰属・管理が 

申立外会社にあること 

車両を所有・提供しているのは、全て申立外会社であり、会社では 

ない（つまり、被申立 人が、自社の車両を使用して、これに申立外 

会社の従業員を乗車させているという事実もない。）。 

              当然ながら、各車両の維持管理（燃料代、車検、納税、修理その 

他）も全て車両の所有者である申立外会社が会社とは別個独自に行 

っており、これらに会社が関与することはない。 

       また、各車両の保険等も、申立外会社がその保険契約者として独 

自に加入しており、会社がこれらに関与することは一切ない。 

さらに、車両は、申立外会社が独自に確保している車庫や駐車場 

に保管されており、運転手は、申立外会社の車庫・駐車場を起点に日 

々の集配業務に従事している。 

          ｃ 申立外会社における多数の「会社以外の取引先」の存在（申立外 

会社の会社以外との業務実績の存在） 

 申立外会社は、会社とは別個独立の運送会社であるため、当然な 

がら、会社以外の企業とも日常的な運送取引を行っている。 

              この点、会社が、申立外会社に調査協力を求めた際の回答によれ 

ば、申立外会社は、平成２８年４月１３日現在の時点で、会社以外 

に、少なくとも１１から１２社以上の各種企業と運送等取引を行っ 

ており（Ｉ株式会社、Ｊ株式会社、株式会社Ｋ、Ｌ株式会社、Ｍ株 

式会社、有限会社Ｎ、Ｏ株式会社等他多数）、様々な委託業者の物品 

等を自社の車両で運搬している状況にある。 

              このような客観的な取引状況からみても、組合が主張しているよ 

うな、「申立外会社は、実質的には、Ｇ株式会社と会社の一部門に 

なっている。」などという事実関係が全く存在しないことは、明ら 

かである（会社の一部門としてその運送部門を担当していたのであ 

れば、申立外会社が独自に多数の企業と運送取引をするはずがない 

であろう。）。 

          ｄ 申立外会社が会社らの多数の「外注先企業」の一社に過ぎないこ 

と 
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会社及びＧ株式会社は、北海道から九州に至るまで全国各地でそ 

の事業を幅広く展開している。 

              そして、会社らが、全国各地において、運送・集配等に関する業 

      務等を委託している「外注先企業」は、現在、申立外会社を含めて、 

      約５５社以上もの多数に上っており、さらに、大分県下に限ってみ 

      ても、実に４社（Ｆ株式会社、Ｄ有限会社、有限会社Ｅ、そして、 

申立外会社）もの外注先企業にその業務を委託している。 

       (ｲ)  会社が、申立外会社の従業員の賃金額その他の労働条件を決定して 

     いると認めるべき事情の不存在、及び当該従業員の労務提供の相手方 

     が会社であると評価すべき具体的事情の不存在 

          ａ 申立外会社の従業員の「募集・採用」への会社の不関与 

       分会組合員らも認めているとおり、分会組合員ら従業員（運転手） 

の募集・採用（採用の時期や人数等）は、全て申立外会社が独自 

に行っており、会社やＧ株式会社が採用等に関与することはなかっ 

た。 

 なお、組合側の供述によると、申立外会社がその採用に関して従 

業員から取得した個別の「履歴書」を、会社に提出していたなどと 

主張されているが、かかる事実は存在しない。 

 会社が、申立外会社を含む各外注先企業から提出を受けているの 

は（Ｆ株式会社や有限会社Ｅ等その他の外注先企業全てが対象であ 

る。）、運転手らの経歴等を記載した詳細な「履歴書」などではなく、 

必要最低限の情報のみを記載した簡易な「名簿」のみである。 

              また、組合も自認しているように、申立外会社に採用された従業 

員が、未経験の集配業務に配属された場合の教育・育成等は、申立 

外会社の部門主任や前任の従業員が担当して実施していたものであ 

り、会社が自ら業務内容を教えることもなかった。 

          ｂ 分会組合員ら従業員の「賃金」その他の労働条件の決定への会社 

の不関与 

              分会組合員ら従業員への賃金の決定・支払は、申立外会社が税金 

等の徴収手続も含めて全て独自に行っていたものであり、会社はこ 

れらに一切関与していない。 

              有給休暇の申請等をはじめとする各種労働条件の決定等につい 

ても、全て雇用主である申立外会社が行っていた。 

              当然のことながら、従業員の勤怠管理やそれに基づく賃金計算 
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（残業代の計算等）等も、全て申立外会社において独自に実施して 

いたものであり、会社がこれらに関与したなどという事実は、一切 

存在しない。 

              分会組合員ら従業員に対する賃金額の決定や支給等に会社が関 

与していないことについては、組合においても自認している事実で 

あり、争いはない。 

              なお、組合によると、申立外会社は，関連訴訟の提起前に「新賃 

金体系」なる制度を社内で導入したり、分会組合員らに対する「能 

率給」を廃止するなどの処分をしているようであるが、これらの件 

に関しても、会社は一切関与しておらず、組合側においてですら、 

その関与があったとは考えていないとのことである。 

              そもそも、組合は分会組合員らの賃金や残業代を請求する内容の 

関連訴訟において、申立外会社を「使用者」として争っているとい 

うのであるから、分会組合員らの「賃金」の決定や支給等に関して、 

会社が関与していないことについては、組合側においても、全く争 

いがないはずである。 

              また、従業員に対する賃金以外の配置や異動等に関しても、全て 

申立外会社が別個独立に実施していた。 

              申立外会社によれば、会社の運送業務を担当していた従業員が人 

事異動や配転等によって会社以外の取引先の担当になることもあり、 

また、運転手が交通事故を起こしてしまったような場合の対処につ 

についても、すべて申立外会社の責任において、同社が保険契約し 

ている保険会社を通じて対処していたものであり、会社は関与して 

いない。 

          ｃ 申立外会社への「業務委託料」が従業員の人数や労働時間量と関 

連していないこと 

会社は、業務委託料に関し、全ての外注先企業との関係で、「集 

配業務に使用されるトラック車両の大きさ（トン数）や台数」に応 

じて月次の具体的な運送集配代金（業務委託料）を決定し、各社に 

おいて「毎月２０日締め」で各々の請求書を送付してもらい、請求 

書にしたがって代金の支払を行っていた。 

              もし、組合の主張するような「偽装請負」があったとすれば、会 

社による毎月の業務委託料が、当該委託業務に従事した「労働者の 

人数と労働時間」とで算出される従業員の受ける賃金の総額と直接 
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関連するような仕組みになっており、また、賃金額の算出や決定も 

会社側において行っていた等という特別の事情が存在して然るべき 

であるが、このような事実関係は、一切存在しない。 

              また、当然のことながら、分会組合員ら従業員の賃金や残業代等 

を算出するための日常の出退勤や労働時間の管理等を行っていたの 

も申立外会社であるし、組合によれば、有給休暇の申請も会社では 

なく申立外会社に行っており（分会組合員ら従業員の休日、有給、 

出欠勤等の管理は、全て申立外会社が実施しており、会社は関与し 

ていない。）、また、車両の運転手が急に集配業務に従事できなく 

なるなどの勤怠管理上のトラブルが発生した場合においても、申立 

外会社が対処に当たり、自社の従業員の中からやりくり（欠員補充 

等）していた等という諸状況をみても、会社と申立外会社との関係が、 

偽装請負に該当しないことは明白である。 

      オ 分会組合員らは、会社とは全く別個独立の申立外会社と労働契約を結 

んだ同社の従業員に過ぎず、このような分会組合員らとの関係において、 

会社が労組法第７条の「使用者」に該当することはなく、会社には、「使  

用者性」が認められない。 

よって、組合が主張している事実関係が不当労働行為に該当しないこ 

とは明白であるから、組合の主張には明らかに理由がなく、その申立て 

はすみやかに却下あるいは棄却されるべきである。 

 

 ２ 当委員会の判断 

  ⑴ 争点⑴について 

   ア 第２の４⑴で認定したとおり、会社と分会組合員らとの間に雇用関係 

がないことについては争いがない。 

     しかしながら、労組法第７条にいう「使用者」については、労働契約 

上の雇用主以外の事業主であっても、労働者の基本的な労働条件等につ 

いて、雇用主と部分的とはいえ同視できる程度に現実的かつ具体的に支 

配、決定することができる地位にある場合には、その限りにおいて、当 

該事業主は同条の使用者に当たるものと解するのが相当であり（最高裁 

平成５年（行ツ）第１７号同７年２月２８日第三小法廷判決参照）、その 

成否は、具体的な事実に即して総合的に判断されるべきであるので、以 

下検討する。 

   イ 会社と申立外会社との関係性について 
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     (ｱ)  会社と申立外会社との資本、人事及び取引関係 

第２の３⑷で認定したとおり、会社と申立外会社との間には、株式 

の保有などの資本面における関係はなく、役員の派遣などの人事面に 

おける関係もない。 

また、会社は全国各地で運送・集配等を「外注先企業」（平成２８ 

年１月末現在で５６社）に委託して事業を行っており、大分県下でみ 

ても「外注先企業」は４社あり、申立外会社もその「外注先企業」の 

中の１社に過ぎない。 

 さらに、第２の５で認定したとおり、申立外会社は、平成２８年４ 

月１３日現在で会社以外に１１社以上の企業と運送取引を行っている 

状況にある。 

 これらのことに鑑みると、会社は、申立外会社とは別個独立の関係 

にある事業主ということができ、組合が主張するような、申立外会社 

が会社の一部門とみなし得る地位にあるとまではいえない。 

     (ｲ)  会社と申立外会社との業務遂行関係 

       第２の４⑵で認定したとおり、①会社は、労働基準法等の法令を遵 

守しての集配業務の実施について、必要な助言・指導等を行うことが 

でき、申立外会社は原則としてこれに従うこと（集配業務委託契約第 

２条）、②会社は、必要に応じて集配送コースの変更を申立外会社に 

指示することができ、申立外会社は、原則としてその指示に従うこと 

（同第４条）、③申立外会社は、車両に係る集配日報（毎日）及び車  

両消毒実施表（毎月）を会社に提出し、内容を報告しなければならな 

いこと（同第５条）、④車両は、会社が指示、もしくは承認した仕様  

とすること（同第６条）、⑤会社は申立外会社に対し、車両の増車又  

は減車を求めることができること（同第８条）、及び会社は大分県下  

の他の外注先企業との間においても、同一内容の契約を締結している 

ことが認められる。 

      これらのことからすると、申立外会社が受託する会社の集配業務に 

ついて、会社は助言・指導等を通じて一定程度関与しているとみるこ 

とができる。しかし、上記①の関与については、集配業務の実施に当 

たって当然に守るべき事項に係る助言・指導等であること、上記②の 

関与については、顧客の事情等により変更の必要が生じる場合がある 

ことが想定されること、上記③の関与については、会社にとって、集 

配日報が顧客からの要望・苦情等を把握するために必要であること、 
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また、車両消毒の実施状況を会社が把握することは顧客との信頼関係 

上必要であるといえること、上記④の関与については、顧客が安心し 

て会社と取引するために必要なものであるといえること、上記⑤の関 

与については、会社の経営上のコスト管理という面から理解できるこ 

とを考慮すると、これらの関与は会社の委託者としての立場上、集配 

業務を円滑、安全に遂行する上で必要なものとみることができる。 

      また、会社は、大枠である集配業務のルートを自ら決定し、申立外 

会社は当該決定に関与せず、会社による当該ルートの決定を受けて、 

申立外会社の従業員である各部門主任が各集配先の配送時間や物量等 

の細目部分を調整する方式を採用しているが、このような方式は集配 

委託業務を遂行する上で、通常想定されるものというべきである。 

      一方、申立外会社は、車両の全てを所有・提供しており、燃料代や 

車検代等、車両の維持管理費用も負担している。 

      以上のような状況を総合的に検討すると、申立外会社が会社の一部 

門とみなし得る地位にあるとまではいえず、申立外会社は自らの責任 

において集配委託業務を遂行しているものといえる。 

      なお、第２の４⑶で認定したとおり、Ａ３副分会長は会社の同業他 

社の取引先を回り、当該同業他社の納品状況等を調べるため、集配委 

託業務契約の対象ではない会社の顧客に対して、サービスノートを持 

って活動していた。そして、サービスノートは、会社が主張する「連 

絡ノート」とはその内容・性質を異にしていた。したがって、これら 

の事情の下においては、確かにＡ３副分会長は、集配業務委託契約外 

の業務を行っていたとみることができる。 

      しかし、第２の４⑶で認定したとおり、Ａ３副分会長が行っていた 

当該業務は、申立外会社、Ｅ及びＦの３社の配送主任等が参加した会 

議で、当該３社全てに対して、被申立人から打診があったものであり、 

申立外会社以外の２社は、当該打診を断ったという経緯をみると、当 

該業務は強制的なものではなく、被申立人は当該３社へ当該業務への 

協力をお願いしたに過ぎないと捉えることが合理的である。 

一方、Ａ３副分会長が当該活動を引き受けた背景には、申立外会社 

の社長が自社の従業員に対して、日頃から、「会社の言うことは絶対 

なので、守るように」と伝えており、彼らの間には、「会社の言うこ 

とは聞かなければならない」との義務的な思考が醸成されていたとみ 

ることができる。 
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      また、Ａ３副分会長は当該活動を行うことを申立外会社の配送主任 

に伝え、さらに、申立外会社の社長にも伝えるよう依頼し、申立外会 

社の社長に伝わったと思ったことから当該活動を始めたという一連の 

経緯に照らすと、荷主である会社の言動に逆らわない立場を取ってい 

た申立外会社の社長は、Ａ３副分会長が当該活動を行うことを黙認し 

たとみることができる。 

      これらの事情から、Ａ３副分会長の当該活動は、申立外会社による 

荷主への一般的なサービス業務として行われたと考えるのが合理的で 

ある。 

   ウ 申立外会社に雇用される労働者の基本的な労働条件等の支配、決定につ 

いて 

   (ｱ) 雇用、配属等 

      第２の４⑷で認定したとおり、①チャーター便運転手の募集及び採 

用の時期・人数等は、申立外会社が決定し、会社の関与はなかったこ 

と、②申立外会社の従業員をチャーター便運転手へ配置するに当たり、 

会社の希望は特段影響しないことが認められる。 

      また、第２の４⑵及び⑷で認定したとおり、顧客からのクレーム対 

応に必要であることから、会社は、申立外会社を含む各外注先企業か 

ら、チャーター便運転手の氏名、勤務先等の情報を記載した名簿を提 

出させ、チャーター便運転手を変更する場合は変更名簿を提出させて 

いること（集配業務委託契約第９条）が認められる。 

      これらのことに鑑みると、会社は、申立外会社に雇用される労働者 

の雇用、配属等に関して支配、決定する立場にあるとみることはでき 

ない。 

       (ｲ) 賃金、休暇 

      第２の４⑹で認定したとおり、①申立外会社が新賃金体系を導入す 

るに当たって、会社の関与はなかったこと、②集配業務委託料は、「集 

配業務に使用される車両の大きさ（トン数）や台数」に応じて決定さ 

れており、当該委託業務に従事した労働者の人数に労働時間を掛ける 

ことにより算出するといったような従業員の受ける賃金の総額と直接 

関連する決定方法ではないこと、③休暇は、基本的に申立外会社に対 

し申し出ていたことが認められる。 

      これらのことに鑑みると、申立外会社に雇用される労働者の賃金、 

休暇の決定に関しては、申立外会社は独立した主体として自らの責任 
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で行っているとみることができ、会社は、これらの事項に関して支配、 

決定する立場にあるとみることはできない。 

       (ｳ) 申立外会社の従業員である部門主任及び主任補佐の勤務状況 

      第２の４⑸のアで認定したとおり、①会社と申立外会社との連絡調 

整役として、申立外会社の従業員である部門主任及び主任補佐が会社 

の工場に常駐しているが、彼らが待機・打合せ等を行うスペースは用 

意されていないこと、②部門主任及び主任補佐の人数は、申立外会社 

が決定していることが認められる。 

      これらのことに鑑みると、申立外会社は、会社からスペースの提供 

といった便宜供与を受けておらず、独立した主体として自らの責任で 

部門主任及び主任補佐の人数を決定しているとみることができる。 

      なお、会社の配送主任が、申立外会社の従業員に直接集配業務に係 

る指示を行ったことについては、当該集配業務を円滑に行うために必 

要な限度での連絡等とみることができる。 

(ｴ)  集配業務に必要な車両等の提供状況 

第２の４⑸のイで認定したとおり、①車両には、会社の名称が記載 

され、会社を表すデザインのステッカーが貼られていること、②車両 

は、会社が指示または承認した仕様とし、その仕様に要した費用は申 

立外会社が負担するようになっていること（集配業務委託契約第６条）、 

③集配業務に従事する際には、申立外会社の従業員は会社の名称が入 

った作業服等を着用するようになっていること（同第９条）、④上記①

～③の取扱いは、他の外注先企業も同様であることが認められる。 

    車両及び作業服のデザインを上記の仕様にしているのは、車両及び

チャーター便運転手が会社の集配業務を行っていることを顧客が容易 

に判別でき、そのことによって顧客が安心して会社との取引を行える

ようにするためであるとの会社の主張は理解できるところである。 

      これらのことに鑑みると、車両等は、申立外会社が所有し、運行等 

しており、労働者派遣に類似する実態があるとまではみることができ 

ない。 

       (ｵ) 労働時間  

      第２の４⑵及び⑻で認定したとおり、会社は、顧客からの要望・苦 

情等を把握するため、会社の集配業務に従事する申立外会社の従業員 

に、業務開始及び終了時刻、走行ルート等を記載した集配日報を提出 

させていること（集配業務委託契約第５条）が認められ、当該日報は、 
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集配業務委託料の支払基準に照らしても、賃金の計算基礎となる等の  

労働時間管理用ではないとみることができる。 

      この点、組合は、集配日報の運転手名を記載する欄に、会社の名簿 

に登録していない運転手は記入しないようにと会社から指示され、実 

際に運転していない者の名前を記載したことがあり、会社は直接チャ 

ーター便運転手に影響力を及ぼしている趣旨の主張をしているが、そ 

のことを疎明する証拠は提出されていない。 

      これらのことに鑑みると、会社は、申立外会社に雇用される労働者 

の労働時間について、支配・決定する立場にあるとは認められない。 

       (ｶ) 代替要員の確保等 

            第２の４⑼で認定したとおり、担当者が急に集配業務に従事できな 

い場合等の代替要員については、申立外会社が自社の従業員の中から 

確保することが認められる。 

      この点、組合は、①チャーター便運転手が急に集配業務に従事でき 

なくなった場合には、申立外会社は他の非番のチャーター便運転手の 

中でやりくりするが、あるチャーター便運転手（非組合員）に対して、 

集配業務に従事するよう会社が直接指示したことがあったこと、及び 

②分会組合員のＡ３は、始業時間前の配送業務に従事するよう会社か 

ら直接指示があり、従事したことを摘示し、会社がチャーター便運転 

手に対して直接の影響力を行使している趣旨の主張をしているが、こ 

れらの指示は、連絡事項類似のものとみることができる。 

   エ 以上のことを総合すると、確かに会社は、取引上の優位性から経営面に 

ついて相当程度の影響力を有していることはうかがえるが、会社の関与 

は、集配業務を円滑かつ安全に遂行するために必要な範囲にとどまって 

いるとみるべきであり、また、会社と申立外会社との間の人事、資本及 

び取引関係からみても、会社は、申立外会社とは別個独立した会社で 

あり、申立外会社の従業員に係る労務管理についても、申立外会社が独 

立した主体として自らの責任で行っており、会社は申立外会社の従業員 

に対し直接指揮命令しているとみることはできないことから、申立人の 

主張する「偽装請負」とまでは認められない。 

したがって、会社が申立外会社に雇用される労働者の基本的な労働条 

件等について、申立外会社と部分的にでも同視できる程度に現実的かつ 

具体的に支配、決定することができる地位にあったとみることはできず、 

    会社は、労組法第７条の「使用者」に当たるとはいえない。 
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  ⑵ 争点⑵について 

    上記⑴のとおり、会社に使用者性はないのであるから、使用者性がある 

ことを要件とする労組法第７条第３号の不当労働行為には当たらない。 

     

３ 法律上の根拠 

   よって、当委員会は、労組法第２７条の１２及び労働委員会規則第４３条 

に基づき、主文のとおり命令する。 

 

   平成２９年３月１７日 

                 大分県労働委員会 

                  会長 須賀 陽二  

 


